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＜会社概要＞

■会社名 東邦ホールディングス株式会社
（TOHO HOLDINGS CO.,LTD.）

■本店 〒155-8655 東京都世田谷区代沢四丁目43番11号

■本社 〒104-0028 東京都中央区八重洲二丁目2番1号
東京ミッドタウン八重洲 八重洲セントラルタワー9階

■設立 昭和23（1948）年9月

■資本金 106億49百万円

■株式 東京証券取引所 プライム市場（証券コード：8129）

■代表者 代表取締役CEO 兼 CFO 枝廣 弘巳

■従業員数 7,572名（2024年3月末）
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＜サステナビリティブックについて＞

東邦ホールディングスグループは、当社グループのサステナビリティに関わる取り
組みをステークホルダーの皆さまに理解・支持していただくことを目的に、サステ
ナビリティに関連した活動や実績をまとめたサステナビリティブックを作成してい
ます。

■報告対象組織
東邦ホールディングス株式会社および連結子会社（非連結子会社の一部を含む）を
対象

■報告対象期間
2023年4月1日～2024年3月31日
※ただし一部2024年4月1日以降の情報を含みます

公式サイト
https://www.tohohd.co.jp

サステナビリティサイト
https://www.tohohd.co.jp/csr



サステナビリティ推進委員会 委員長メッセージ

全ては健康を願う人々のために、

社会から必要とされる企業を目指して

サステナビリティ経営を推進しています

当社グループは、「社会・顧客と共生し、独創的なサービスの提供を通じて新しい価値

を共創し、世界の人々の医療と健康に貢献します」という経営理念に基づき、医療イン

フラを支える企業として、健康を願う人々、顧客、取引先、地域社会、株主、社員など

全てのステークホルダーから必要とされ、継続して支持される企業集団を目指しサス

テナビリティ経営を推進しております。

事業活動を通して社会的課題の解決に向けた着実な取り組みを続けることで、持続可

能な社会の実現と企業価値の向上を目指してまいります。

東邦ホールディングス株式会社

専務取締役COO

馬田 明
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サステナビリティ経営

＜サステナビリティ方針＞

わたしたちは、「社会・顧客と共生し、独創的なサービスの提供を通じて新しい価値を

共創し、世界の人々の医療と健康に貢献します」という経営理念に基づき、医療・健

康・介護分野に携わる企業集団として、事業を通じた社会課題の解決に取り組み、持

続可能な社会の実現に貢献していきます。

＜サステナビリティ推進体制＞

当社グループはサステナビリティに係る対応を経営上の重要課題と認識し、サステナビ

リティ推進委員会を設置しています。サステナビリティ推進委員会は、営業・物流・薬事・

管理部門のメンバーで構成され、気候変動に係る事項を含むマテリアリティ（重要課題）

の特定や環境（E）・社会（S）・ガバナンス（G）、DX等への対応を含むサステナビリティ戦

略について審議し、取締役会に答申しています。

○「サステナビリティ推進委員会」における2023年度の主な協議内容

実施時期 協議・検討内容

2023年6月
・当社のサステナビリティ開示における課題の洗い出し・整理
・気候変動対応のために今後取り組むべき事項の検討
・TCFD提言への賛同表明の決定

2023年10月
・温室効果ガス排出量削減策目標（Scope１、Scope２）の設定
・人権方針の策定
・ダイバーシティ推進のための取り組み検討
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重要課題

私たちは、企業の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために、社会課題を洗い出し、その課題解決のためにステークホルダーから要望・期待されていることを把

握したうえで、当社グループが取り組むべき課題を抽出しています。今後もマテリアリティ特定プロセスに沿って、適宜見直しを図っていきます。

重要課題 社会課題 目標 関連するSDGs

Environment
（環境）

脱炭素化の推進 ・気候変動問題

・2025年度目標（短期）：温室効果ガス排出量 2019年度比40％削減
・2030年度目標（中期）：温室効果ガス排出量 2019年度比60％削減
・2050年度目標（長期）：カーボンネガティブ
※対象：Scope1＋2

生物多様性への配慮
・水質汚染
・生態系への影響

・生物多様性の保全を重視した企業経営と社員の意識向上

廃棄物の削減 ・環境負荷の増大
・産業廃棄物の適切な処理
・DX化によるペーパーレスの推進

Social
（社会）

医薬品の安定供給・BCP
対応

・災害時等における物流機能の停止
・ジェネリック医薬品を中心とする医薬品供給不足
・パンデミックの発生
・災害時等による薬局の機能停止

・治療を必要とする患者さまに安心・安全に医療を提供する体制構築への貢献
・サプライチェーン全体での医薬品の安定供給

品質・安全・効率性の向上
・医薬品のモダリティの多様化やカテゴリーの変化
・スペシャリティ製品の拡大
・薬局における医療安全・品質管理

・スペシャリティ製品フルラインサービスの構築
・高品質なジェネリック医薬品の供給

医療アクセス課題の解決 ・医師不足および地域間偏在
・地域ヘルスケアデザインの構築
・ユニバーサルメディカルアクセスの実現
・顧客支援システムの活用による医療DXの推進

人的資本の価値最大化
・労働人口の減少
・ダイバーシティ＆インクルージョン
・働き方改革

・女性管理職比率の向上
東邦ホールディングス目標：30％（2030年までの早期）
東邦薬品目標：4％（2026年）

・働きやすい環境づくり

人権の尊重 ・労働、ジェンダー、プライバシー等様々な人権リスク ・全ての人が生まれながらにして持つ基本的人権の尊重

社会との共生 ・地域包括ケアシステムの構築 ・誰もが安心して暮らせる社会への貢献

Governance
（ガバナンス）

リスクマネジメントの強化 ・法令違反・コンプライアンス違反の発生 ・コンプライアンス遵守の徹底

透明性の高い
ガバナンス体制の構築

・脆弱なガバナンス体制
・より強固なコーポレート・ガバナンス体制の構築
・取締役会のさらなる実効性の向上
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環境
ENVIRONMENT
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当社グループは環境保全に努めながら、事業活動を展開しています。

＜脱炭素化の推進＞

当社グループは、気候変動への取り組みを重要課題の一つと位置付け、サステナビリ

ティ推進委員会を中心に気候変動に関するリスクと機会の特定、当社グループに与え

る影響、および具体的な対応策等を検討しています。また、必要なデータの収集と分

析を進めており、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）が提言する情報開

示フレームワークに沿った開示を進めています。

TCFDに関わる取り組みについての詳細はウェブサイトをご覧ください。

○再生可能エネルギー電力への切り替え

当社グループの電力使用量の半分近くは物流センターでの電力使用になります。2023

年度より物流センターの電力プランを再生可能エネルギー電力に順次切り替え、温室効

果ガス排出の削減に取り組んでいます。

○環境配慮車両への切り替え

医薬品の配送に車両は欠かすことができません。現在

主に使用しているガソリン車両を、電気自動車（EV）を

はじめとする環境配慮車両へ順次切り替え・設置を進

めています。

○太陽光パネルの設置

当社グループでは創エネの取り組みも進めており、

2024年7月には山梨の事業所に太陽光パネルを

設置するなど、設置先を順次拡大しています。

○計画配送

当社グループでは物流システムおよび薬局本部システム「ミザル」との連携による計画配

送を進めています。配送回数の適正化により、車両から排出されるCO2を含む排気ガス

の削減につながります。

○ドライアイスフリー

シスメックス(株)と提携し、サステナビリティ・環境配慮の観点から、高度な冷凍輸送が

必要となる生化学検査用の精度管理試料の供給において、輸送回数の低減、輸送資材の

リユースおよび輸送工程全体のドライアイスフリーを実現する体制を確立し、2022年9

月より運用を開始しています。これまでに4.66t-CO₂を削減しています。

環境への取り組み

2023年度削減実績（Scope2） ： 1,183 t-CO₂e（2022年度実績比 7.9%減）

2024年度削減見込（Scope2） ： 5,321 t-CO₂e（2022年度実績比 35.6%減）

◆温室効果ガス排出量削減目標（Scope1・2）

2019年度を基準として、以下の通り短期および中長期的な削減目標を設定しています。

・短期（2025年度）：40％削減

・中期（2030年度）：60％削減

・長期（2050年度）：カーボンネガティブ

なお、Scope１・2における2023年度温室効果ガスの排出量は、2019年度対
比で29.7％の削減となっています。

2019年年年年年年年 2025年度 2030年度 2050年度

40%削減 60%削減

カーボン
ネガティブ
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当社グループのコア事業である医薬品卸売事業は、医薬品の流通・販売を主な業務とし

ており、原材料の採取や生産といった直接的な自然環境への影響はなく、生物多様性

に悪影響を及ぼす化学物質の使用や廃棄物の排出リスクは比較的低いと考えています。

しかし、医薬品卸売事業には医薬品の輸送に伴う燃料使用やエネルギー消費など、間接

的に生物多様性へ影響を与える活動が含まれており、私たちの事業がどのように自然

環境に依存し、影響を与えているのかを正確に把握することが重要だと認識していま

す。加えて、生産や物流過程を含むサプライチェーン全体で持続可能な資源調達を行い、

サプライヤーとの連携や環境に配慮した意思決定を強化する必要があります。こうした

背景から、当社グループは生物多様性の保全と再生および廃棄物の削減を重要課題の

一つとして位置づけ、取り組みを推進しています

＜生物多様性および廃棄物の削減＞

○パッケージの工夫

共創未来ファーマでは、包装箱を廃棄しやすい（廃棄時に手で容易につぶしやすい）デザ

インに変更したことで、包装箱廃棄時のかさを減らす工夫をしています。

○環境マネジメントシステム：ISO14001の取得

共創未来ファーマの工場では、省エネルギーや廃棄物削減の活動を継続的に改善してい

くため、環境マネジメントシステムの国際基準規格「ISO14001：2015」の認証を取得

しています。

○医療機器のリサイクルプロジェクトに参画

ノボ ノルディクス ファーマ㈱の日本初の使用済みのペン型注入器のリサイクルプロジェ

クト、「ReMed™ 使用済み医療機器に、新たな使命を。」に参画し、プラスチック廃棄物

の削減に貢献しています。

○医薬品製造販売事業における廃棄物の削減

製造販売事業者は、医薬品の品質、有効性および安全性に関する問題が生じた場合、

保健衛生上の危害の発生や拡大を防止するため、市場に流通している製品を回収し

確実に廃棄する必要があります。このような事態を極力回避するために、医薬品の製

造販売を行う共創未来ファーマでは、GMP（医薬品の製造管理及び品質管理の基

準）の遵守を大命題としています。また、グループの医薬品卸売事業や調剤薬局事業

と連携して市場の需要を正確に予測し、過剰生産を防ぐことで廃棄品の発生を最小

限に抑える取り組みを行っています。また、製造過程において、化学物質の漏えいに

よる環境汚染を防止するため、漏えい時の対応訓練を定期的に実施しています。

○DX化によるペーパーレスの推進

本社においてフリーアドレス制を導入したことに伴い、各種資料・文書の電子データ

化の促進、社内会議での書類配布の取り止め等、社内全体でのペーパーレス化を推

進しています。また、DX化を推進することで、本社における紙の使用量を対前年度

比で約30%削減しました。
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社会への取り組み

＜医薬品の安定供給・BCP対応＞

＜品質・安全・効率性の向上＞

○品質管理

東邦薬品の物流本部において、「ISO9001:2015」（製品及びサービスにおける品質マ

ネジメントシステムに関する国際規格）の認証を取得し、品質管理を行っています（認証

範囲： TBCダイナベース、TBC広島、TBC埼玉、TBC阪神、TBC九州）。また、物流セン

ターおよび全事業所においてはGDP（Good Distribution Practices）ガイドライン

に準拠した物流体制を確立すべく取り組んでいます。

ドックシェルター

捕虫器 防鳥ネット 温度監視

○温度管理

温度帯に応じた最適な物流温度管理体制を構築しています。厳

密な温度管理が要求されるスペシャリティ医薬品については、

定温搬送装置「サルム」を活用し、物流センターから搬送した後、

病院やクリニックでそのまま保管しておくことができます。

また、営業所や物流センターのコンピュータを遠隔でサポートできるようにするなど、

着実にBCP（事業継続計画）を進めてきました。さらに、倉庫内管理システムの二重化、

コールセンター間の連携、無停電装置の設置や定期的な災害訓練の実施等により、災

害時にも医薬品を安定供給できる体制を整えています。

緊急通行車両

43%

規制除外車両

20%

未登録

37%

緊急通行車両

2,517台を登録
（24年8月時点）

ヘリポートの設置 災害時用のバイク

○コンピュータシステムの完全二重化によるバックアップ

不測の事態に備え、東京と大阪の2拠点にあるホストコンピュータを常に同期させ、一

方が被災してもバックアップできる体制を構築しています。

○首都圏災害への対応

物流センター「TBCダイナベース」は、環状7号線の内側に位置し、基幹的広域防災拠

点「有明の丘」も近いことから、首都直下型地震等の災害時においても迅速かつ円滑

な医薬品供給が可能です。建物だけでなく、併設するランプウェイ（傾斜路）にも免震

構造を採用、また、大型の自家発電装置（5,000kVA）を備え、有事の際にも72時間

フル稼働可能となっています。センター内の物流サーバー、設備制御、通信設備などに

は無停電装置を装着し、自家発電切り替え時に発生する瞬電にも対処しています。

○薬局における医療安全・品質管理

監査システムの導入など、機械を使用した監査体制を構築しています。また、薬物療法を

適切かつ安全に進め、人的ミスを限りなくゼロに近づけるために、事故寸前の、ヒヤッと

したり、ハッとした体験を報告・共有しています。これらの事例を分析し、解決策を講じる

ことで、事故の原因そのものを減らし、医療安全の向上に活かしています。
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＜医療アクセス課題の解決＞

○ユニバーサルメディカルアクセスの実現

医療・介護者のスキルの多寡や患者さまの住む場所に関わらず、全ての患者さまが質

の高い医療を受けられる「ユニバーサルメディカルアクセス※」の実現に向けて、国立

研究開発法人産業技術総合研究所（産総研）と連携研究ラボを設立し、共同研究を開

始しています。

※ユニバーサルメディカルアクセス

医療・介護者のスキルの多寡に関わらず、誰もが不安なく質の高い医療・介護を提供で

きる仕組み。また、住む場所に関わらず、災害・緊急時でも、必要十分な医療・介護にア

クセスできる、究極の医療アクセシビリティを指します。

＜人的資本の価値最大化＞

当社グループは、社員は会社の財産、すなわち「人財」であるとの考えのもと、人財によっ

て成長してきた歴史と、社員の自由な発想を尊重してきた企業文化を大切に継承すると

ともに、当社グループが必要とする人財の育成と人事制度の整備、働き方改革の推進に

より人的資本の価値最大化に取り組んでいます。

○人財育成方針

当社グループは、グループスローガン「全ては健康を願う人々のために」を羅針盤として、

グループにとって必要な人財を①人財育成・研修、②人事制度の整備、③働き方改革の

推進により育成します。

・高い倫理観を持ち、基本行動を遵守し続ける人
・自ら考え、学び、失敗を恐れず自由な発想で挑戦する人
・質の高い提案とコミュニケーションが行える人
・取引先（顧客、自治体等）や、社内他部署と連携できる人
・グローバルに活躍できる人

○社内環境整備

人財育成・研修

●階層別・職種別の研修プログラムの充実
●プロジェクトへの参画や、外部への出向など挑戦する機会の提供
●リスキリング、個人資格取得への支援
●プロフェッショナルの育成

人事制度の整備

●ダイバーシティ＆インクルージョン
●シニア層の活用や優秀な人財の中途採用
●キャリア開発の強化
●適所適材の人員配置

働き方改革の推進

●DX推進によるペーパーレス化
●定型業務のアウトソーシング化
●社員のライフイベントに応じた勤務体制の充実
●更なる職場環境への整備

医療機関検索
医療相談サービス 初診受付・診療予約 オンライン診療・

服薬指導システム

○顧客支援システムの活用による医療DXの推進

当社グループでは、患者さまや医療機関が抱える課題の解決や収益性向上に貢献す

る顧客支援システムを、30年以上前から自社開発しており、環境変化に合わせた様々

な提案を行っています。病院・薬局検索から、薬の受け取り・服薬フォローにいたるす

べてのステージで患者さまを支援しており、医療機関検索サイト「病院なび」やオンライ

ン診療・服薬指導システム「KAITOS」などは場所を選ばず患者さまがご利用できるた

め、患者さまの医療アクセスにも貢献しています。
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＜ダイバーシティ＆インクルージョン＞

○性別、国籍等を問わない幅広い人財活用

当社グループでは、性別・国籍・年齢等を問わない幅広い人財活用と、社員の個性や

能力、チームワークを尊重することで、自由闊達な企業風土を醸成しており、女性・外

国人・中途採用者の管理職への登用等で制限は設けず、多様性の確保に取り組んで

います。

○多様性確保に向けた社内環境整備方針

・社員が心身ともに健康でやりがいを持って働ける職場

環境の構築

・女性が働きやすい環境整備、定年後の再雇用、障がい

者雇用の推進、研修制度の充実

・全従業員が多様性について正しい知識を持ち、理解を

深め、状況に応じて適切な対応ができるよう、各種研修

や社内報・ポスター等を通じた啓発・情報提供の実施

○障がい者雇用の推進

2023年４月から障がい者法定雇用率が2.5%に引き上げられました。東邦ホール

ディングスにおける障がい者雇用率は2023年度で3.16％となっています。

＜健康経営＞

医療・健康・介護分野に携わる企業として、社員一人ひとりが自身の健康と向き合える

ような環境を整備しています。

＜健康経営宣言＞

当社グループは「全ては健康を願う人々のために」とのグループスローガンを掲げています。

患者さまの満足度を高めるべく顧客価値を創造し、生活者の健康の増進と快適な生活の実

現に貢献するためには、「社員自身の健康」が何よりも重要と考えています。健康であること

は、社員自身および家族にとっての幸せな生活を送るための礎であり、会社が健全に成長す

るための経営基盤となります。

経営者と従業員が一丸となって健康の維持・増進に向けた健康経営の取り組みを積極的に

推進することで、心身共に健康でやりがいを持って働ける職場環境を構築してまいります。

○「健康経営優良法人2024」に認定

経済産業省と日本健康会議が主催する健康経営優良法人認定制度「健康経営優良法

人2024」※に認定されました。

大規模法人部門：東邦ホールディングス、東邦薬品、九州東邦、J.みらいメディカル

中小規模法人部門：セイエル、ネグジット総研

※ 経済産業省が制度設計を行い、地域の健康課題に即した取り組みや日本健康
会議が進める健康増進の取り組みをもとに、特に優良な健康経営を実践している
大企業や中小企業等の法人を日本健康会議が認定する制度。

女性従業員の割合 47.6％

管理職に占める女性の割合 20.9％

取締役に占める女性の割合※ 25.0％

執行役員に占める女性の割合※ 18.2％

新入社員に占める女性の割合 53.2％

＜東邦ホールディングスにおける実績＞

企業内保育園「みらい保育園」

※ 単体
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＜人権の尊重＞

東邦ホールディングスは「全ては健康を願う人々のために」をグループ・スローガンに掲げ、医薬品の安定供給という社会的使命を果たすことで持続的な成長と企業価値向上をめざ

しております。すべての人が生まれながらにして持つ基本的権利である人権の尊重は、企業として果たすべき重要な社会的責任であると認識し、東邦ホールディングスグループの人

権方針を策定しました。

4. 人権デュー・ディリジェンスの実施1.適用範囲

本方針は当社グループのすべての従業員と役員に適用されます。また、ビジネスパー

トナーやその他関係者に対しても本方針を理解・支持いただくことを期待するととも

に、本方針が尊重されるよう働きかけていきます。

2. 国際規範への対応

当社グループは国際的な基本的人権尊重の原則を定めた「世界人権宣言」を含む国

際人権章典および、「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」を支持・尊

重します。また、本方針は国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき策定し

ています。

国際的に認められた人権と事業活動を行う各国・地域の法令との間で矛盾がある場

合には、国際的な人権の原則を尊重する方法を追求していきます。

5. 救済

当社グループが人権に対する負の影響を引き起こした、または直接的、間接的にかか

わらずこれに関与したことが明らかになった場合、適切な手続きを通じてその救済に

取り組みます。

6. 教育

当社グループは、すべての従業員と役員が人権に対する理解を深め、諸課題に対応で

きるよう、適切な教育を実施します。

7. 対話

当社グループは、自社の事業活動が人権におよぼす影響について理解し適切に対応で

きるよう、ステークホルダーと対話し信頼関係の構築に努めます。

8. 情報開示

当社グループは、人権に関する取り組み状況について、ウェブサイトや各種報告書など

で開示します。

当社グループは国連の「ビジネスと

人権に関する指導原則」に基づい

て、人権への負の影響を防止、軽減、

対処するために、人権デュー・ディ

リジェンスを実施します。

3. 当社が特に重要と考える人権課題

当社グループは自社グループの事業活動において、重点的に取り組むべき人権課題を

下記の通り特定し、適切な手続きを通じて対処していきます。

・Diversity & Inclusion：差別の禁止、ハラスメントの防止、表現の自由、ジェンダー平等

・労働：適正な賃金・労働時間、強制労働・児童労働の禁止、労働安全衛生の確保、結社の自

由・団体交渉権の尊重

・プライバシーと知的財産：プライバシーの尊重・個人情報保護、知的財産権保護、セキュリ

ティの確保

・事業とのかかわり：賄賂・腐敗の防止、医療アクセスの確保、サプライチェーン上の人権保護
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＜社会との共生＞

○自治体との見守り協定、どこシル伝言板

150の自治体と地域見守り協定を結んでいるほか、344市区町村※にて「どこシル

伝言板」を導入いただいています。「どこシル伝言板」は認知症高齢者や障がい等を

お持ちの方とそのご家族が地域で安心して暮らせるために開発した保護情報共有

サービスです。あらかじめ利用登録された方が行方不明になった際、発見者が衣類や

持ち物に貼付されたQRコードをスマートフォンなどで読み取ると、ご家族や自治体

等の関係者に自動で保護をお知らせするメールが送信されます。

＜どこシル伝言板＞（特許番号：第6944237号）

○舞台芸術の普及プログラムなどを支援

世田谷パブリックシアターが企画する舞台芸術普及プログラムを支援しています。世

田谷パブリックシアターは、舞台芸術を多くの人に親しんで欲しいとの趣旨で様々な

事業を展開しています。次世代をになう若い人たちへの助成プログラム「未来の舞台

○健康フェア

当社グループの調剤薬局店舗では、地域の健康サポート薬局として処方箋がなくて

も気軽に来局できる薬局づくりに取り組んでいます。各調剤薬局では、地域の方の

セルフメディケーションをサポートするため、OTC医薬品や健康食品、介護用品など

の販売に力を入れているほか、薬・栄養・健康に関する相談や勉強会、認知症カフェ

の運営など多様な活動を行っています。

認知症カフェ
（共創未来 古河南薬局）

アロマのワークショップ
（くるみ薬局）

きららみらい
星の子Cafe

※2024年11月時点

撮影:細野晋司

人を創る」は、自らが演じることに興味を持ってい

る中学・高校演劇部の皆さんに、世田谷パブリッ

クシアターが主催する公演を1,000円の特別料

金で鑑賞してもらうものです。その他にも毎年10

月に行なわれる世田谷アートタウンフェスティバ

ルへの支援や世田谷新聞への協賛など、地域への

支援を行っています。

○ゆび募金

当社では、1996年から認定NPO法人「ジャパン・カイドネス協会」が運営する募金型

飲料自販機を導入しています。募金型自販機で飲料を買うと、購入金額のなかから1

円と飲料メーカーから1円の合計2円が社会福祉団体などに寄付される仕組みです。

平成8年5月、医薬品卸売企業としての第一号機が社内に設置されました。それから

着実に導入実績を重ねています。自販機の購入ボタンを指で押して購入するところ

から、このシステムは「ゆび募金」と呼ばれています。2011年3月11日に発生した東

日本大震災被災者救援を、ゆび募金を通し当社は継続的に行っています。

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。
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＜リスクマネジメントの強化＞

○重要関連法規の遵守

法令遵守は事業活動の基礎をなしています。当社グループは、医薬品、医療機器等の

品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下「医薬品医療機器等法」）、薬剤師

法、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」）、不当景品

類及び不当表示防止法（以下「景品表示法」）などの重要な法令はもとより、事業活動

に関連する全ての法令を遵守し、法と倫理に基づいた活動のみならず、常にみずから

の行動を謙虚に振り返り、公正・透明で社会の信頼を第一とした事業活動を行ってい

ます。

○内部通報制度の設置

従業員（社員・キャリアスタッフ・嘱託・契約社員・パート・アルバイト・派遣労働者・退職

者）および当社グループの取引事業者等の従業員からの法令違反行為等に関する相談

窓口の設置や、内部通報の適正かつ実効性のある仕組みを整備しています。これらの運

用にあたっては通報者等が通報したことを理由に不利益な扱いを行うことを禁止して

います。

社内
窓口

社外
窓口

社内イントラから直接通報が行える「東邦ホットライン」を設置し、通報の

守秘性と実効性を高めています。

弁護士事務所を窓口として設置し、通報に対する公平性と匿名性を確保

しています。

○腐敗防止への取り組み

当社では、役員および従業員（社員・キャリアスタッフ・嘱託・特別嘱託・出向者・契約社

員・パートおよびアルバイト）に適用される「贈賄および腐敗行為防止規程」を定めてい

ます。

役職員、公務員または医療関係者に適用される贈賄および腐敗防止に関連する法令や

医療用医薬品卸売業公正競争規約等の業界コードに基づき、助成金、寄付、政治献金

その他の資金提供を行う行為の禁止や、金銭、贈答品、役務、娯楽、飲食等の便益の提

供に関する規制を設けるなど、贈賄および腐敗行為の防止に取り組んでいます。

○コンプライアンス研修の実施

当社グループでは、グループ従業員一人ひとりのコンプライアンス意識の向上を図るこ

とを目的として、役員および社員（正社員・キャリアスタッフ・嘱託・特別嘱託・出向者・

契約社員・パートおよびアルバイト）にグループコンプライアンス研修を実施しています。

研修体系を随時見直しているほか、「コンプラかわら版」を月に2回発行するなど、知識

の理解を一層促進し、共感を生む研修に進化させています。

ガバナンス

グループ・コンプライアンス・

リスク管理委員会

監督/指示/承認報告

各子会社コンプライアンス

委員会

サステナビリティ推進委員会
連携

グループ災害対策等委員会

委員長 代表取締役CEO

営業・物流・薬事・管理各事業部門
委員

構成

取締役会

連携

グループ・コンプライアンス・リスク管理委員会の体制図

連携
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○東邦ホールディングスグループ調達方針

1. 位置づけ

東邦ホールディングスグループ（以下「当社グループ」といいます。）は、「社会・顧客と共生し、独創的なサー

ビスの提供を通じて新しい価値を共創し、世界の人々の医療と健康に貢献します」という経営理念に基づき、

医療・健康・介護分野に携わる企業集団として、事業を通じた社会課題の解決に取り組み、健康を願う人々、

顧客の皆様、お取引先、地域社会、株主の皆様、社員など、全てのステークホルダーから必要とされ、継続し

て支持される企業集団をめざし、サスティナビリティ経営を推進しています。

この実現には、事業継続の根幹となるサプライチェーン全体で取り組むことが必須であると考えています。

この方針は、当社グループが、事業におけるサプライチェーンに関わるお取引先の皆様との深い信頼関係に

基づき、責任ある調達活動を実現し、持続可能な社会の実現に貢献していくための根幹をなすものです。

2. 適用

この方針は、当社グループのすべての調達活動に適用されます。

3. 共存共栄のために

当社グループは、調達活動においてお取引先の皆様と深い信頼関係に基づき、良きパートナーとして、とも

に発展、共存共栄していけるように、常に対等かつ誠実なコミュニケーションに努めます。

サプライチェーン全体が強靭で健康な状態であり続けるために、不断の関係強化に取り組んでいきます。

災害やパンデミックなどの有事においても医薬品等の安定供給継続を社会的使命とし、サプライチェーン全

体での事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）を確立し、運用していきます。

4. 法令順守・適正な取引

当社グループは、すべての調達活動において、当該地域、国家に適用される調達活動に関係する法令（独占

禁止法、下請法など）や社会規範を遵守します。また、国際的な基本的人権尊重の原則を定めた「世界人権宣

言」を含む国際人権章典、「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」、国連グローバル・コンパク

トが掲げる「人権・労働・環境・腐敗防止」に関わる10原則、及び社会が求める国際規範を支持、尊重します。

当社グループは、調達活動を公正かつ透明な手続きによって行い、特定の個人・組織の利益につながる不公

平かつ不公正な取引はしません。

当社グループは、調達活動において、常に客観性と透明性を心掛け、優位な立場・権限を利用した利益（金銭、

物品、接待、便益など）の要求はしません。

5. お取引先の選定

当社グループは、お取引の可能性がある皆様に対して、お取引につながる機会を公平かつ広く確保します。

お取引先の選定にあたっては、以下の点を考慮し、適正なプロセスにより行います。

① 品質、納期、価格、経営の安定性、実績、各種リスクに対する対応など、さまざまな要素を総合的に勘案

② 当社グループのグループ調達ポリシーに賛同いただくとともに、サプライチェーンにおけるパートナーと

してともに遵守いただけること

③ 当社グループとのお取引の上流にある調達先にも前号と同等の水準を遵守いただけること

6.人権・労働環境への配慮

当社グループは、当社グループが掲げる「東邦ホールディングスグループ人権方針」に則り、調達活動において

も人権を尊重します。

当社グループは、適正な賃金・労働時間、強制労働・児童労働の禁止、労働安全衛生の確保に努めるとともに、

サプライチェーン全体において人権保護に取り組みます。

7.環境への配慮

当社グループは、お取引先の皆様とともに、サプライチェーン全体において環境負荷低減のための活動を推進

します。

具体的には、計画配送・共同配送の推進などを通じ温室効果ガス排出削減の取り組みを進めるとともに、気候

変動、循環経済、及び生態系への配慮に基づいた調達活動を推進します。

8.情報管理

調達活動を通じて知り得た情報は責任をもって管理し、その機密を保持するとともに、調達活動においてお取

引先とお約束した目的以外には使用せず、お取引先の承諾なしに第三者に対して漏洩・開示しません。

9.管理体制

当社グループの調達活動のうち、購買活動に関してマネジメントを行う「購買管理室」を設置し、グループ全体

の購買活動を管理する体制を構築しています。

10.教育研修と改善活動

当社グループは、本方針、関係法令や各種ルールについて、調達活動の担当者のみならず、当社グループで働

く役職員が理解・認識するように、必要な教育研修を実施していきます。

責任ある調達活動につなげるべく調達活動を定期的に評価し、お取引先の皆様との不断の協力を通じ継続的

に改善していきます。

11.情報開示

当社グループは、調達活動に関する取り組み状況について、ウェブサイトや各種報告書などで適宜開示してい

きます。

○パートナーシップ構築宣言
当社は、「東邦ホールディングスグループ調達方針」に則り、お取引先の皆様と一層の連

携を深め、共存共栄の関係をもとにしたサプライチェーン全体の新たなパートナーシップ

を構築してまいります。

パートナーシップ構築宣言の詳細はウェブサイトをご覧ください。



18

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 対象

人事関連

従業員数（有価証券報告書記載）（人）＊1 7,785 7,699 7,572 連結

全従業員数（人） 10,227 10,036 10,039 連結

男性 5,536 5,361 5,263 連結

女性 4,691 4,675 4,776 連結

女性従業員比率（%） 45.9 46.6 47.6 連結

女性管理職比率（%） 20.3 21.5 20.9 連結

新卒採用人数（人） 73 80 77 連結

男性 29 33 36 連結

女性 44 47 41 連結

新卒採用者に占める女性比率（%） 60.3 58.8 53.2 連結

中途採用人数（人）＊2 ― ― 395 連結

男性 ― ― 98 連結

女性 ― ― ２９７ 連結

平均勤続年数（年） 18.9 19.4 19.5 東邦HD/東邦薬品

男性 21.7 22.3 22.6 東邦HD/東邦薬品

女性 12.3 12.8 12.9 東邦HD/東邦薬品

平均年収（円） 6,049,697 6,010,459 6,143,484 東邦HD

月平均残業時間（時間） 12:38 11:50 11:04 東邦HD/東邦薬品

有給休暇取得日数（日） 10.7 11.9 10.7 東邦HD/東邦薬品

有給休暇取得率（%） 45.2 50.2 45.4 東邦HD/東邦薬品

育児短時間勤務利用者数（人） 163 166 179 連結

男性 2 1 1 連結

女性 161 165 178 連結

介護休業制度および
介護休暇制度利用者数（人）

12 12 12 連結

障がい者雇用率（%） 2.77 3.63 3.16 東邦HD

データ
2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 対象

環境関連

温室効果ガス排出量（t-CO₂e）

Scope1 15,887 15,105 13,915

東邦HD
東邦薬品
セイエル
幸燿

九州東邦
東邦システムサービス

Scope２ マーケットベース 16,885 14,943 14,825

Scope２ ロケーションベース 15,791 15,947 16,001

Scope3 2,195,033 2,360,680 2,105,528

カテゴリ1（購入した製品・サービス） 2,174,178 2,344,474 2,086,402

カテゴリ2（資本財） 12,355 7,494 10,803

カテゴリ3（Scope1,2に含まれない
燃料及びエネルギー関連活動）

4,812 4,716 4,538

カテゴリ４（上流の輸送、配送） 534 640 354

カテゴリ５（事業から出る廃棄物） 32 20 18

カテゴリ６（出張） 197 316 495

カテゴリ７（従業員の通勤） 2,862 2,912 2,771

カテゴリ１３（下流のリース資産） 62 109 146

Scope1＋2における温室効果ガス排
出量削減率（基準年2019年度比）（%）

19.8 26.5 29.7

202２年7月 2023年7月 2024年11月 対象

ガバナンス関連

社外取締役比率（%） 33.3 33.3 37.5 東邦HD

女性取締役比率（%） 11.1 11.1 25.0 東邦HD

＊1 有価証券報告書記載の従業員数は嘱託（含むキャリアスタッフ）を含めた就業人員であり、臨時雇用者を除外しています。
＊２ 中途採用人数は2023年度より集計しています。
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